様式第１号（第４条関係）                               　　(計 画 策 定)
平成○○年○○月○○日

耐 震 改 修 事 業 補 助 金 交 付 申 請 書

川西市長　大 塩　民 生　様

住　　所　川西市中央町１２番１号
氏　　名  川  西　太　郎　   印


川西市住宅耐震改修事業（ 小規模型 ）の耐震改修計画策定を下記のとおり実施したいので、補助金 １００，０００ 円を交付願いたく「川西市住宅耐震改修促進事業実施要綱」第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記


１．事業の内容及び経費区分（別記収支予算書）

２．事業の着手予定年月日　　　　平成 ○○ 年 □□ 月 □□ 日

　　事業の完了予定年月日　　　　平成 ○○ 年 △△ 月 △△ 日

３．添付書類

（１）改修計画策定建築物概要書（様式第耐震1-1号）

（２）住宅の所有者及び建築年が確認できる書類
（３）住宅の付近見取り図
（４）耐震計画策定費の見積書
別　記

収　支　予　算　書


１　収入の部

	科　　　目
	予　算　額
	摘　　要

	市補助金
	１００，０００ 円
	

	自己資金
	１００，０００ 円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	計
	２００，０００ 円
	



２　支出の部

	科　　　目
	予　算　額
	摘　　要

	　耐震計画策定費
	  ２００，０００ 円
	見積額 ２１０，０００円

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	計
	２００，０００ 円
	


（注）収支の計はそれぞれ一致する。
様式第耐震１－１号（第4条関係）

耐震改修計画策定建築物概要書（個表）

（耐震改修計画策定費補助）

	建築物の名称
	　川 西  太 郎　邸

	建築物の所在地
	　川西市中央町１２番１号

	建築物の所有者
	氏名
	　川 西  太 郎

	
	住所
	川西市中央町１２番１号
℡ 072-740-1205

	建築確認年月日
	昭和５１年　５月２３日　　第１２３４号　・　不明

	検査済証
	昭和５１年１０月２９日　　第５６７８号　・　不明

	建築年月日
	昭和５１年１０月頃 竣工

	形態種別
	戸建住宅

	規模
（改 修 前）
	地上    ２ 階　地下   － 階　塔屋　  － 階

	
	建築面積 　８１．１５ ㎡　  延べ面積 １１０．００ ㎡

	店舗等併用住宅の場合の規模
	店舗等の用に供する面積　　　　　　　 ㎡

延べ面積に対する店舗等の用に供する面積の割合 　　　　 ％

	構造種別
	木  造

	耐震診断・
改修計画策定
見積額
	□ 100,000円（上限）

·                 円

耐震改修計画策定見積書（　２００，０００ 円）× １/２

	備考
	


添付書類

１ 住宅の所有者及び建築年が確認できる書類で、下記のいずれかの写し

（１）住宅の建築時の建築確認通知書又は検査済証

（２）住宅の登記簿謄本

（３）住宅の固定資産課税台帳登録証明（建築年が記載されたもの）

（４）その他住宅の所有者、建築年を証明する書類

２ 川西市の耐震診断報告書

３ 住宅の付近見取り図（方位、道路及び目標となる地物を明示したもの）

４ 耐震改修計画策定費の見積書
見積書記入例

	名　　　　　称
	数量
	単位
	金　　額
	備　　考

	１．住宅耐震診断費用（１１０ｍ２）
	１
	式
	100,000
	

	２．改修計画費用　　（１１０ｍ２）
	１
	式
	　100,000
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	　200,000
	

	３．消費税
	
	
	　 10,000
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	　210,000
	

	
	
	
	
	

	　詳細内訳は別紙による。
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


様式に注意してください。





受付窓口へ提出する日をご記入ください。





型式をご記入ください。





設計事務所等との契約予定日をご記入ください。





計画策定等代金の支払予定日をご記入ください。



























































(注) 戸建住宅は1,000円／ｍ２を上限としてください。





住宅耐震診断費用及び改修計画費用の詳細内訳を添付してください。











税込みの見積額をご記入ください｡





見積額が２０万円を超える場合は収入及び支出の合計額を２０万円、それ以外の場合は収入及び支出の合計額を見積額としてください。








補助金は、合計金額の１/２以内とし、千円未満は切り捨ててください。





消費税を除いた金額をご記入ください。





店舗併用住宅の場合のみご記入ください。









